
米
原
市
議
会
の
定
数
に
つ
い

て
の
審
議
会
が
2
月
1
日
に
開

催
さ
れ
18
人
が
望
ま
し
い
と
の

答
申
が
出
さ
れ
ま
し
た
。
し
か

し
議
員
定
数
が
少
な
く
な
れ
ば
、

市
民
の
選
択
肢
は
狭
く
な
り
、

議
員
と
市
民
の
関
係
は
ま
す
ま

す
希
薄
と
な
り
、
議
会
が
市
民

の
要
求
か
ら
遠
い
も
の
と
な
っ

て
し
ま
い
ま
す
。
ま
た
議
員
に

立
候
補
し
よ
う
と
す
る
者
も
、

組
織
や
知
名
度
、
資
金
力
が
無

け
れ
ば
立
候
補
は
出
来
無
く
な
っ

て
し
ま
い
ま
す
。
ま
た
、
議
会

の
中
で
の
審
議
は
、
わ
ず
か
な

人
数
で
議
決
さ
れ
る
こ
と
と
な

り
ま
す
。

市
民
の
皆
さ
ん
が
強
く
求
め

て
お
ら
れ
る
、
無
駄
な
予
算
の

削
減
や
議
員
資
質
の
向
上
を
求

め
て
お
ら
れ
る
こ
と
は
十
分
理

解
し
ま
す
が
定
数
削
減
に
よ
っ

て
、
最
も
身
近
な
地
方
自
治
の

原
則
で
あ
る
住
民
自
ら
が
参
加

す
る
市
政
が
損
な
わ
れ
る
こ
と

に
つ
い
て
は
重
大
な
問
題
と
し

て
反
対
の
立
場
を
米
原
市
議
団

と
し
て
表
明
し
ま
し
た
。
そ
し

て
ま
た
予
算
の
削
減
は
定
数
削

減
に
よ
ら
ず
、
報
酬
削
減
等
ほ

か
の
方
法
で
も
可
能
で
あ
る
こ

と
を
表
明
し
ま
し
た
。

【
問
】
「
収
入
と
所
得
は
違
う
」

と
言
わ
れ
ま
し
た
。
所
得
と
は

何
で
す
か
。

【
答
】
所
得
は
、
総
収
入
か
ら

必
要
経
費
を
引
い
た
金
額
で
す
。

税
額
は
、
こ
こ
か
ら
人
的
控
除
・

金
銭
的
控
除
を
引
き
、
「
課
税

所
得
」
を
出
し
、
こ
れ
に
税
率

を
掛
け
て
税
額
が
出
ま
す
。

「
税
金
は
引
き
算
」
と
言
わ
れ

る
の
は
、
こ
の
よ
う
に
、
引
い

て
い
く
こ
と
で
税
額
が
算
出
さ

れ
る
か
ら
で
す
。

【
問
】
給
与
と
年
金
は
ど
う
な

り
ま
す
か
。

【
答
】
給
与
と
年
金
は
基
本
的

に
は
同
じ
で
、
計
算
式
は
表
１

の
①
の
と
お
り
で
す
。
②
は
事

業
所
得
、
③
は
農
業
所
得
で
す
。

給
与
所
得
は
、
給
与
の
総
収
入

か
ら
、
給
与
所
得
控
除
を
引
い

て
出
し
ま
す
。

【
問
】
給
与
所
得
控
除
に
つ
い

て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

【
答
】
給
与
所
得
控
除
と
は
、

給
与
収
入
の
必
要
経
費
に
あ
た

る
も
の
で
、
金
額
は
国
が
決
め

て
い
ま
す
（
表
２
）
。
給
与
収

入
が
１
８
０
万
円
以
下
の
場
合
、

「
年
収
額×

40
％
」
が
控
除
額

で
す
。

年
収
が
４
０
０
万
円
の
場
合
、

給
与
所
得
控
除
は
１
３
４
万
円

に
な
り
、
所
得
は
２
６
２
万
円

で
す
。

【
答
】
老
齢
年
金
な
ど
の
公
的

年
金
は
雑
所
得
と
し
て
課
税
さ

れ
ま
す
。
雑
所
得
は
所
得
区
分

の
ひ
と
つ
で
、
年
金
の
ほ
か
は

著
述
家
や
作
家
以
外
の
人
が
受

け
る
原
稿
料
や
印
税
、
講
演
料

な
ど
で
す
。

い
っ
ぽ
う
、
課
税
さ
れ
な
い

年
金
が
あ
り
ま
す
。
障
害
年
金

や
遺
族
年
金
は
非
課
税
で
所
得

に
な
り
ま
せ
ん
。

【
問
】
公
的
年
金
に
は
ど
う
い

う
も
の
が
あ
り
ま
す
か
。

【
答
】
①
国
民
年
金
法
な
ど
法

律
の
規
定
に
も
と
づ
き
支
給
さ

れ
る
年
金
。

②
恩
給
や
過
去
の
勤
務
に
も

と
づ
き
支
給
さ
れ
る
年
金
。

③
適
確
退
職
年
金
契
約
に
も

と
づ
き
支
給
さ
れ
る
年
金
、
で

す
。年

金
額
か
ら
「
公
的
年
金
等

控
除
」
を
引
い
た
額
が
、
所
得

に
な
り
ま
す
。

控
除
額
を
引
い
た
後
の
金
額
が

表
３
で
す
。
65
歳
未
満
の
方
は

年
金
が
70
万
円
以
下
の
場
合
、

所
得
は
ゼ
ロ
円
。
65
歳
以
上
の

方
は
１
２
０
万
円
ま
で
所
得
は

ゼ
ロ
円
で
す
。
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議
員
の
定
数
の
在
り
方
に
関
す
る
審
議
会
の
答
申
に
に
基
づ
き
、
次
回
の
選
挙
か
ら
定
数
を
現
在

の
20
名
か
ら
18
名
に
条
例
改
正
す
る
議
案
に
つ
い
て
2
月
13
日
の
全
員
協
議
会
で
協
議
さ
れ
ま
し

た
。
そ
の
会
議
で
日
本
共
産
党
米
原
市
議
団
は
条
例
案
に
つ
い
て
反
対
の
見
解
を
述
べ
ま
し
た
。

議
案
は
賛
成
多
数
で
、
3
月
議
会
に
提
案
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

全員協議会で定数削減条例協議

雑
感

ア
メ
リ
カ
で
は
、
議
論
を
す
る
と
き
、
自
分
の
意
見
を
は
っ

き
り
と
表
明
で
き
る
人
が
尊
敬
さ
れ
る
と
の
こ
と
。
ト
ラ
ン
プ
政

権
の
差
別
的
な
入
国
禁
止
令
に
ノ
ー
コ
メ
ン
ト
を
通
し
、
日
米
同

盟
フ
ァ
ー
ス
ト
を
通
し
た
安
倍
首
相
。
両
人
と
も
自
己
の
利
益
の

た
め
に
は
人
権
・
人
道
無
視
の
姿
勢
は
共
通
。
馬
が
合
う
は
ず
だ
。

住
民
定
数
削
減
で
市

民
か
ら
遠
い
議
会
に

市
民
の
要
求
は
市
民

の
た
め
に
働
く
議
員

議
員
定
数
削
減
で
発
言

申
告
に
役
立
つ
知
識

表１、所得の計算式
①給与所得＝総収入―給与所得控除
②事業所得＝収入（総売上）―必要経
費（仕入＋必要経費）―専従者控除
③農業所得＝農業収入―必要経費―専
従者控除

給与の年収 控 除 額
180万円以下 年収額×40％（65万円に満たない場合65万円）

180万円超 360万円以下 年収額×30％＋18万円
360万円超 660万円以下 年収額×20％＋54万円
660万円超 1,000万円以下 年収額×10％＋120万円

1,000万円超 年収額×5％＋170万円

表
２

給
与
所
得
控

除
の
計
算
式

120万円（70万円）以下 0円
120（70）万超330（130）万未満 収入金額ー120（70）万円
330（130）以上410万円未満 収入金額×0.75－37.5万円
410万円以上770万円未満 収入金額×0.85－78.5万円

770万円以上 収入金額×0.95-155.5万円

表
３

年
金
等
に
か
か
る

雑
所
得
の
計
算

※
（
）
内
は65

歳

未
満
、
他
は65

歳

以
上

収
入
と
所
得
の
違
い


